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1．はじめに

　当九州職業能力開発大学校をはじめ，全国の職業
能力開発大学校（以下能開大と略す）および附属の
短期大学校（以下能開短大と略す）15校において
2012年度より「電気エネルギー制御科」（専門課程
２年）が新設され，2014年度に当校を含む全国の能
開大で「生産電気システム技術科」（応用課程２年）
の立ち上げが予定されている。
　この電気関連新科の立ち上げに関しては，専門課
程である「電気エネルギー制御科」と応用課程であ
る「生産電気システム技術科」のカリキュラムを４
年一貫教育訓練として考えるとともに，専門課程で
卒業する学生の仕上がり像も確立すべく検討を重ね
てきた。
　全国的には大学校カリキュラム検討委員会（以下
大カリと略す）で数々の検討を行い，また，九州ブ
ロックとして当校と川内能開短大および沖縄能開大
も含めた九州ブロック大学校等業務推進検討会（以
下ブロック検討会と略す）での議論を重ねたなかで
の2012年度の「電気エネルギー制御科」の立ち上げ
を迎えた。

　2014年度には応用課程である「生産電気システム
技術科」の立ち上げが予定されているが，専門課程
の「電気エネルギー制御科」の立ち上げ準備に係る
取り組みについて紹介する。

2．　電気系新科設立の経緯

2.1　新科設置の社会的背景

　小泉政権末期の2006年６月に発表された新経済成
長戦略の中で，「環境・エネルギーに関するイノベー
ション」が打ち出され，その後，現在に至るまで政
権が交代しても，常に経済成長戦略の中に「環境・
エネルギーに関する技術」が，今後の日本の経済戦
略として必要であると認識されている。
　このようななか，「環境やエネルギーに関するイ
ノベーションに対応できる人材の育成」が急務であ
り，電気関連の専門課程および応用課程の設置に係
る検討が2008年度より開始された。

2.2　新科設置に至る取り組み

　電気関連新科設置にかかわる準備は表１のよう
に，2008年度より全国的には大カリで，九州ブロッ
ク内の取り組みとしてはブロック検討会を重ねて取
り組んできた。
　また，新科の設置に向けて担当職員の研修も実施
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してきた。
　表１で示すように，大カリは2008年から2012年に
かけて延べ18回，ブロック検討会は2008年から2012
年にかけて計８回の検討を行ってきた。
　大カリでの検討は全国の能開大および能開短大に
おける新科の立ち上げに関する検討を行い，ブロッ
ク検討会においては，九州ブロックにおける新科立
ち上げに関する共通の問題点等について議論を重ね
てきた。
　大カリでの検討については後述するが，ブロック
検討会においては，学生募集や就職先の開拓などブ
ロック共通の事項について検討を重ね，九州ブロッ
クポリテックビジョンにおける３校合同の「電気エ
ネルギー制御科」の広報等も実施してきた。現在は
就職開拓等についての協議を継続しているところで
ある。

2.3　大カリでの検討

　上述のように，電気エネルギー制御科の立ち上げ
に関しては，2008年度〜 2012年度まで大カリの中
で議論されてきたが，その主な内容は以下のとおり
である。

①　仕上がり像の検討
②　カリキュラムの検討
③　標準機器等や設備基準の検討
④　省令改正へ向けた資料作成
⑤　新科に配置される職員への技術研修内容の検
討

⑥　技能検定および技能照査試験に関する検討
　これらの検討を行ってきた委員会のメンバーは，
全国の能開大の中で唯一電気技術科のあった沖縄能
開大の電気技術科職員と全国の能開大の制御技術科
および生産電子システム技術科の職員で構成され
た。
　初年度の検討では生産電子システム技術科の職員
がメンバーの中に入っておらず，沖縄能開大の電気
技術科職員はいるが，制御技術科のメンバーがほと
んどであったため，どうしても制御技術科のカリ
キュラムや仕上がり像から脱却することができな
かった。
　２年目以降の委員会メンバーには，応用課程まで
を見据えたあり方を検討する意味もあってか，生産
電子システム技術科のメンバーも参加することにな
り，沖縄能開大の電気技術科の良い点，全国の制御
技術科の良い点および，検討の大前提である環境・
エネルギーに関する項目を４年間のカリキュラムと
して抽出する作業に入っていった。
　検討の前提は以下のようになっている。
①　基礎科目は電気・電子系に対応する
②　全国的に制御技術科からの再編になるケース
が多く，電気での就職先開拓が未知であるた
め，シーケンス関連のカリキュラムは極力残す
③　環境・エネルギーに関するカリキュラムを入
れる

2.4　新科設置に係る取り組みのポイント

　電気関連新科を設置するに当たり，過去に当組織
が新科を立ち上げる際に問題となった以下の点につ
いて，最初から検討することとなった。
①　専門課程立ち上げ時に，応用課程まで考慮し
ておらず，省令改正も同時に行われていない。
②　技能検定の学科試験免除に対する考慮があら

注）研修については第１回目の研修のみ記載
（2011年秋および2012年の５月〜７月にかけても実施している）

表１　電気系新科設置に係る準備
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かじめされておらず，各校における標準外科目
において，学科試験免除の対応をしているケー
スが多い。
③　環境やエネルギーに関する授業内容について
は過去に標準のカリキュラムがほとんどなく，
担当できる職員が少ないことが予想される。

　まず，①については，検討当初より環境・エネル
ギーのイノベーションに対応できる人材として，４
年間で必要な習得すべき技術を選定し，その後，専
門課程の２年間での仕上がり像，および応用課程も
含めた４年間での仕上がり像を整理し，平成23年３
月に専門課程の「電気エネルギー制御科」と応用課
程の「生産電気システム技術科」の設置についての
省令改正を同時に行っている。
　②については，電気関連新科の設立申請時に「技
能照査の基準の細目」を作り，技能検定の４職種に
ついて，標準カリキュラムで学科試験免除が取れる
ように方向性を出し，その後のカリキュラムの詳細
決定の根幹とした。
　③については，標準カリキュラムや標準シラバス
を検討していくうえで，担当職員にとって新たに必
要であろう内容について，研修コースを職業能力開
発総合大の先生を交えて検討，計画を行った。

3．仕上がり像の検討

　前述したように，今回の電気関連新科の立ち上げ
に関しては，当初より専門課程から応用課程まで４
年間でどのような人材を育成するのかを考え，専門
課程で卒業する学生にも仕上がり像を作るよう検討
を加え，それぞれの仕上がり像を図１のように整理
した。
　専門課程である「電気エネルギー制御科」では，
ものづくりの現場である工場や事業所その他におけ
る電力管理やエネルギーの有効利用に関する計画・
実施・評価・改善を行える人材，および省エネルギー
化を考慮した自動機械の設計や製作ができる実践技
術者を仕上がり像とした。
　また，応用課程である「生産電気システム技術科」
では，専門課程の「電気エネルギー制御科」で育成

された実践技術者および企業に在職する技術者等を
対象に，企画・開発技法や生産管理技法およびプロ
ジェクトを管理し推進する能力を付加して，環境や
省エネルギー化を考慮した工場自動化システム，電
気自動車等の駆動システム，自然エネルギー利用シ
ステム等の新たな製品やシステムを企画・開発から
設計・製作・評価ができるとともに「ものづくり現
場を担う将来のリーダ」として環境・エネルギーに
関するイノベーションをリードする人材を仕上がり
像とした。
　つまり，専門課程の「電気エネルギー制御科」お
よび応用課程の「生産電気システム技術科」共に，
現在の既存の技術者にプラスアルファの要素とし
て，これからの技術者として求められる省エネル
ギー技術や新エネルギー技術に対応できうる能力も
仕上がり像として盛り込んでいる。

４．標準カリキュラム

　図２に上述の仕上がり像を実現するためのカリ
キュラムの概要を示す。
　専門課程の「電気エネルギー制御科」では，上述
のように標準カリキュラムとして，基礎系学科およ
び基礎系実技のカリキュラムには従来の電気・電子
系のカリキュラムを取り入れ，専攻学科および専攻
実技には電気機器や電力関連のほかシーケンスや制
御関連のカリキュラムをできる限り取り入れ，さら
に環境エネルギー関連のカリキュラムを付加するこ
ととした。
　そのため標準カリキュラムの全体に占める割合が

図１　仕上がり像の整理



－9－ 訓練科，訓練コースの運営における取り組み１

約85％と他科に比べ多くなっている。
　標準カリキュラムとは，全国の能開大および能開
短大共通で実施するカリキュラムであり，一般に全
カリキュラムの80％程度を占めている。

5．技能検定

　全国の能開大および能開短大においては卒業前に
技能照査試験を実施し，合格者には卒業と同時に技
能士補の称号が与えられることとなっている。この
技能士補の称号は卒業した校の学科により一部の技
能検定の職種について学科試験の免除等が行われ
る。
　学科試験免除の職種については，技能検定の学科
試験免除の規定により「学科にかかわる教科の科目
は，当該検定職種の学科試験のすべての試験科目お
よびその範囲の内容を含んでおり，かつ，当該内容
を含むものの訓練時間の計が学科に係る全訓練時間
のおおむね５分の３以上または399時間以上である
こと」が要件となる。よって，この技能検定の学科
試験の免除となる検定職種は，標準カリキュラム＋
標準外カリキュラム全体で判断されるため，既存の
能開大および能開短大の各学科においては，標準カ
リキュラムのみで要件を満たす職種は，全国で一括
申請を行い，標準外カリキュラムを含んで要件を満

たす職種については各校の科ごとで技能検定の学科
試験免除の登録申請を行っている。
　「電気エネルギー制御科」立ち上げにおいては，
当初より標準カリキュラムにおいて，次の４職種に
ついて技能検定の学科試験の免除を本部にて一括申
請を行っている。
　・電気機器組み立て
　・電気製図
　・電子機器組み立て
　・機械保全
　よって，全国の能開大および能開短大において地
域のニーズによって２割程度までカリキュラム内容
の変更が許されているが，標準カリキュラムの一部
を変更する場合には，この技能検定の学科免除の要
件について満たしていることの検討が必要となって
くる。
　また，これらの技能照査を全国で実施するに当た
り，大カリにおいて技能照査標準問題を作成した。
　技能照査標準問題の作成に当たっては，「電気エ
ネルギー制御科」の設立申請時に「技能照査の基準
の細目」を提出しており，これに沿って技能照査標
準問題作成を作成している。
　学科試験問題については，以下のように「技能照
査の基準の細目（学科）」に沿って作成しているの
で，この中から各項目を含むようバランスよく選択
し，技能照査問題を作成すれば良いようにした。

　実技試験問題については，「技能照査の基準の細
目（実技）」の項目を以下のように整理し，試験内
容を決定し，この内容をもとに作成している。

図２　仕上がり像を実現するためのカリキュラム概要

表２　技能照査の基準の細目（学科）と標準問題数
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　上述の技能照査標準問題は，各校の実情に合わせ
て変更することは可能であるが，その際には学科・
実技共に「技能照査の基準の細目」を踏襲する必要
がある。

6．実験・実習情報シート

　「電気エネルギー制御科」においては，これまで
既存で実施されていた以外のカリキュラムが多く含
まれているため，表１のようにすでに担当職員の研
修等を行い，準備を行っているが，それでも担当職
員にかかる負荷は多大であることが予想される。そ
こで，新しいカリキュラムの実験や実習の一助とな
るように，表４のような「実験・実習情報シート」
を作成した。

　この実験実習情報シートは，大カリの中で全国に
標準機器として選定し，新規購入を推奨した機器を
使用した実験実習について以下の内容をまとめたも
のである。
　　・実験実習の目的
　　・実験実習の前提知識
　　・実験実習の項目
　　・実験実習項目ごとの仕上がり像
　　・実験実習における注意点
　また，添付資料として実験例やマニュアル，実験

手順書なども作成した。

7．おわりに

　「電気エネルギー制御科」新設に当たっては，先
に述べたが，大カリのほかに，九州ブロック内の能
開大および能開短大の取り組みとして，ブロック検
討会を実施し，広報活動や立ち上げに関する種々の
問題点等を情報共有するなかで解決してきた。
　特に，2010年度の第２回九州ブロック大学校等業
務推進検討会では，沖縄能開大の電気技術科の見学
および卒業生の就職先である沖縄電力㈱や沖縄電気
保安協会へのヒアリング調査等を行い，電気技術の
教育訓練への必要性を再確認をした。
　さらに，その後の企業へのヒアリング活動等を実
施したが，企業における電気主任技術者の高齢化等
の影響もあり，電気の技術者に対する需要が増して
いることが確認できた。
　また，一昨年の東日本大震災以降の電力供給事情
により，各工場や事業場における自家発電や太陽光
発電等への関心が高まってきていることも確認でき
ている。
　2012年度の「電気エネルギー制御科」の入校につ
いては，九州ブロック３校とも定員を充足し，まず
まずの滑り出しを得た。
　今後この「電気エネルギー制御科」卒業生が各工
場や事業場において電力管理や電気保守の業務を担
当しつつ，更に省エネへの提案や自家発電設備の導
入，再生可能エネルギー利用の導入などに活躍する
ことを期待したい。
　さらに，2014年新設予定の「生産電気システム技
術科」へ進学する学生については，環境や省エネル
ギー化を考慮したさまざまなシステムや製品の企
画・開発から設計・製作・評価ができる環境・エネ
ルギーに関するイノベーションをリードする人材と
なり活躍することを期待したい。
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